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１.  営業の概況

　当期におけるわが国経済は、台風などの自然災害や消費税増税等の影響を受
けたものの、設備投資や個人消費などが好調で、全体としては、緩やかに景気は持
ち直しておりました。しかし、年末に中国で発生した新型コロナウイルス感染症が
世界各地に拡大し、わが国でも社会経済活動が大きな影響を受け、一気にこれまで
にない厳しい状況となっております。

　航空業界では、国内線が堅調に推移する一方、国際線は年末にかけて需要の停
滞が見られました。こうした中、新型コロナウイルスの影響で、年度末にかけて国
内線、国際線とも利用が急激に落ち込み、通年でも前年を下回る実績となりました。

　宮崎空港では、国内線は、国内の景気と連動して順調に推移したほか、ジェッ
トスターの週末・祝日の増便効果もあり、2月までは前年比 102.8％（＋ 81,306
人）でありましたが、3月に入って前年比 46.6％（△ 157,017 人）と激減したため、
年間乗降客数は 3,116,513 人、前年比 97.6％（△ 75,711 人）と、一挙に前年割
れになってしまいました。
　また、新年度のスタートにも大きな不安要素を残したまま移行し、現在も厳しい
状況が続いています。

　国際線では、香港線の運休や日韓関係の悪化に続き、3月がほぼ全便運休にな
るなど、年間乗降客数は過去最高であった前年を大きく下回る 71,662 人、前年比
51.1%（△ 68,534 人）となりました。

　その結果、国内線・国際線の乗降客数合計は、3,188,175 人、前年比 95.7%
（△ 144,245 人）と、8年ぶりに前年を下回る結果となりました。

　このような状況のもと当社におきましては、現ターミナルビルが完成して
30年目を迎えたことから、さまざまな取り組みを進めてきました。
　特に、会社創立 55 周年を記念して計画した「日向神話のステンドグラス」は、
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当時 94歳の藤城清治先生の原画を基に制作された ｢神話のふるさと宮崎｣ を象徴
する壮大な芸術作品であり、これから何世紀にもわたって、「宮崎の宝、日本の宝」
として輝き続けてほしいと願っております。

　併せて「宮崎の祭り」を紹介したジオラマも全面的にリニューアルいたしました。
今年は本県で「山の幸 海の幸 いざ神話の源流へ」と題して「国文祭・芸文祭みや
ざき 2020」が予定されておりますので、開催への気運を盛り上げるため、少しで
もお役に立つことができればと思っています。

　また、長年のお客様からの御要望に応え、｢クレジットカードラウンジ｣ と ｢リ
ラクゼーションサロン｣、｢コンビニエンスストア｣ を一体的に整備いたしました。
南国リゾートの暖かな雰囲気の中、空港の利便性がさらに向上したと喜ばれていま
す。

　地域活性化の取り組みと致しましては、行政機関や関係団体等と連携しなが
ら、宮崎市の ｢大根やぐら展｣ や高千穂町の「夜神楽」に代表されるような地域文
化を発信する観光物産展や各種イベントを積極的に実施してまいりました。
　中でも、昨年 5月に国土交通省が創設した「ガーデンツーリズム登録制度」にて、
当社が中心的な役割を担っている宮崎市の「花ボラネットみやざき協議会」が西日
本で唯一登録されたことなどを受け、宮崎独自の新たな取り組みとして、「神話と
花のバスツアー」をスタートさせました。これは空港を起点に県内各地の神話や花
のスポットを訪ね、食の魅力も含めて宮崎を満喫しようというもので、一般公募の
お客様に高千穂や日南海岸方面を御案内したところ、大変好評でありました。今後、
行政機関等ともタイアップして内容の拡充を図り、空港から県内各地へと誘う新事
業として、宮崎の観光浮揚にもつなげてまいりたいと考えています。

　危機管理室では、航空保安対策の徹底や自然災害及び家畜防疫対策に取り組ん
でまいりました。
　特に口蹄疫の発生から 10年という節目を迎え、空港の水際対策の重要性を改め
て確認するとともに、防災意識の風化が懸念される中、空港からの更なる啓発活動
にも取り組みました。
　また、新たな脅威となった新型コロナウイルス感染に対しても、引き続き行政機
関と連携し、対応に万全を期してまいります。

　施設部門では、建設から 30年目を迎えたターミナルビルの機能性の確保と安
心・安全な運用を図るため、計画に基づき長年取り組んできた改修工事も、カード
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ラウンジ等の新設やエレベーターの耐震工事で一通り終了しました。
　今後につきましては、ＰＢＢ（旅客搭乗橋）の更新や国際線施設のあり方につい
て検討するとともに、適正な維持管理を心がけ、いつも安全で快適な施設であり続
けるよう努めてまいります。

　営業部門では、地域に根ざした空港として、県内の市町村とも連携し、優れた
県産品のＰＲや販売に努めてまいりました。また、地域の皆様に空港を気軽に御利
用いただくため、駐車場 2時間無料化を活かし、県内各地の特産品の掘り起こしや
新商品の共同開発、県内各地のフェアー開催等を積極的に行ってまいりました。
　特に、地域と共生し、県内の地域活性化にお役に立てるよう、中山間地域をはじ
め、県内各地の魅力を発信するフェアーを随時開催するとともに、地域の食材を使っ
た新たなメニューづくり等にも取り組んできたところです。
　収入については、2月までは免税店の大幅な減収があったものの、営業部門全体
では、概ね順調に推移していましたが、3月の大幅な利用者の減少により、販売・
飲食とも大きな打撃を受け、結果として前年を下回ることとなりました。

　このうち販売部門では、宮崎牛やマンゴーなど、経済連と共同で催事を企画
するとともに、9月には宮崎県商工会連合会と連携協定を結び、県産品の発掘・商
品化を進めてまいりました。しかしながら、国際線の減便・運休による免税店の減
収や 3月の大幅な落ち込みが響き、通年では前年比 92.6% となりました。

　また飲食部門では、店舗のテナント化を視野に、さまざまな営業スタイルを検
討する中、宮崎の食材を活かした「海幸」「山幸」などの地産地消メニューや、人
気のガンジスカレーのバリエーションを増やし、多くの皆様にご好評をいただきま
した。しかしながら、販売部門と同様に通年では前年比 97.2% と前年を下回る結
果となりました。

　貸室部門では、国際線航空会社の運休による賃料の減収があったものの、売店・
食堂のテナントの売上が好調で前年並みの実績でありました。

　その結果、営業収入全体では、免税店の大幅な減収がある中、2月までは前年
比 99.2％（△ 33,544 千円）と健闘しておりましたが、3月はコロナウイルスの影
響で、直営売店・食堂の売上収入などが前年比 57.5％（△ 177,436 千円）と大き
く減少し、4,434,255 千円、前年比 95.4%（△ 210,980 千円）と減収となりました。

　営業経費は、ターミナルビル 30 周年と創立 55 周年事業に伴い、計画的な設
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備投資に取り組んできた結果、減価償却費と維持管理費が増加いたしました。ま
た、人員不足解消に向けたパート・アルバイトの採用や賃金アップを行う一方で、
効率的な勤務体制づくりに努めるなど全般的な経費削減に取り組み、経費全体では
4,341,892 千円、前年比 98.1% にとどめることが出来ました。

　その結果、営業利益は 92,363 千円、前年比 41.9%、これに営業外利益 10,707
千円を加えた経常利益は 103,070 千円、前年比 45.0% と減収減益となりました。
　また、税引前当期純利益は91,574千円、前年比44.4%、当期純利益は59,843千円、
前年比 40.1% となりました。

　令和２年度の日本経済は、新型コロナウイルスの終息が見通せない中、4月
には政府による緊急事態宣言が発出され、休業要請や外出自粛などによる企業収益
の低下や雇用・所得環境の悪化、個人消費の低迷など、大変厳しい状況が続くと見
込まれています。

　当社を取り巻く環境は、3 月以降、国際線はほぼ全便が運休し、国内線でも移
動の自粛により、乗降客数は 4月が約 90％減、5月が約 95％減となりました。
　その結果、当社が今までに経験したことがないほど売上が激減するとともに、貸
室収入等につきましても、航空会社への減額はもとより、臨時休業中を含むテナン
ト各社につきましても大幅な収入減となっておりますので、当社としても出来る限
りの支援に努め、この難局を共に乗り切ってまいりたいと考えています。

　当社の対処すべき課題としては、政府の緊急事態宣言の解除が全国に拡大し
たことを受けて、これから徐々に経済活動が再開されていくと思われますが、他の
業種に比べても、私どもの航空業界の回復には相当の時間を要するものと予想され
ます。このため、国や自治体の支援制度を最大限活用させていただきながら、役職
員全てが共通の危機意識を持ち、全社一丸となって様々な課題に取り組んでまいり
ます。

　具体的には、従業員の雇用の維持と家族の生活を守るため、国の雇用調整助成金
を活用するほか、一部店舗の臨時休業や時短営業をはじめ、全般的な経費削減に努
めてまいります。
　また、このような危機を改革へのチャンスと捉え、店舗や業務のあり方を足元か
ら見直し、中長期的な視点に立った設備投資の再検討を実施します。一方、ネット
による商品販売強化や食事のテイクアウト方式の展開、花や緑など宮崎空港の特性
を最大限に活かした環境づくりなどを進め、将来にわたって魅力的で安定的な経営
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をめざしてまいります。

　なお、空港民営化の問題につきましても、それぞれの空港の事情によって企業参
入条件や求められる事業計画が変わってきている中、引き続き情報収集に努め研究
を続けてまいります。

　当社はこれまで、宮崎の空の玄関として、地域活性化に取り組んでまいりました
が、今後とも、県内各地の皆様と連携し、感染症対策とのバランスを図りながら、
空港からの癒やしや元気の発信、地産地消の応援企画を行うなど、低迷する地域経
済に少しでも貢献できるよう努めてまいります。今秋には宮崎駅前や街中の商業施
設が完成する予定であり、当社としては競争が激化することが予想されることから、
さらに空港の特性を活かし、街と駅と空港との相互連携を図り、地域の活性化に寄
与していく所存です。

　全国各地で様々な行事やイベントが中止や延期となる中、５月に宮崎で開催予定
でありました ｢全国空港ビル事業者協会総会｣ もコロナ拡散防止のため実施できな
い状況になってしまいました。
　しかしながら、同協会の皆様方の温かい御配慮により、幸いにも来年に延期して
いただくことが決定し、心から感謝しております。また新たな気持ちで、全国の空
港ビルの皆様をお迎えする準備に取りかかり、宮崎の魅力を十分に感じていただけ
るよう努めてまいります。

　最後になりましたが、今般の新型コロナウイルスによる惨禍は、当社の経営
にも危機的な影響をもたらし、先行きの不透明感から、今後も予断を許さない状況
が続くものと考えられます。私どもではこれからも、観光立県宮崎の空の玄関口と
して、諸先輩方が築いてこられた「南国情緒溢れる空港づくり」に「安心・安全」
を忘れることなく、「おもてなしこそが最大の観光資源」をモットーに、「まだまだ、
ニコニコ、一歩ずつ」を行動指針として、快適な空間の提供、地域の活性化に努め
てまいりますので、株主の皆様におかれましては、より一層の御支援、御鞭撻を賜
りますよう、お願い申し上げます。

� 以上
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【宮崎空港状況】
①年間乗降客数内訳（平成 31年 4月 ～ 令和 2年 3月）

国　内　線 国　際　線
本年 前年 増減 対前年比 本年 前年 増減 対前年比

4月～2月迄 2,979,459人 2,898,153人 81,306人102.8％ 71,442人126,571人△55,129人 56.4％
3月 137,054人 294,071人 △157,017人 46.6％ 220人 13,625人△13,405人 1.6％
合計 3,116,513人 3,192,224人 △75,711人 97.6％ 71,662人140,196人△68,534人 51.1％

国内線 ・ 国際線　合計
本年 前年 増減 対前年比

4月～2月迄 3,050,901人 3,024,724人 26,177人100.9％
3月 137,274人 307,696人 △170,422人 44.6％
合計 3,188,175人 3,332,420人 △144,245人 95.7％

※特記事項　・3月は新型コロナウイルス感染拡大の影響で乗降客数が激減しました。
・ジェットスターの週末・祝日増便効果（＋ 122 便）で成田線は好調に推移し
ました。
・国際線については、香港線の運休や日韓関係の悪化に続き、3月がほぼ全便運
休となる厳しい状況でした。
アシアナ航空：令和 2年 3月 9日から運休、イースター航空：令和 2年 3月
3日から運休、チャイナエアライン：令和 2年 2月末から運休

欠航便及び運休便　・4月～ 2月迄：本年 571 便（△ 83便）　・3月：本年 368 便（+360 便）
合計　本年 939 便（+277 便）
（主な内訳）：台風 377 便 欠航（+193 便）・3月 新型コロナウイルスの影響 
368 便 運休減便　その他　194 便 欠航

②路線別乗降客数実績表（平成 31年 4月 ～ 令和 2年 3月）

本　年 前　年 増　減 対前年比 座席数
対前年比

羽 田 1,481,322人 1,552,181人 △70,859人 95.4％ 98.1％
成 田 138,308人 119,421人 18,887人 115.8％ 114.0％
東 京 計 1,619,630人 1,671,602人 △51,972人 96.9％ 99.0％
伊 丹 601,849人 602,471人 △622人 99.9％ 102.2％
関 空 115,936人 122,756人 △6,820人 94.4％ 94.0％
大 阪 計 717,785人 725,227人 △7,442人 99.0％ 101.1％
福 岡 534,419人 537,819人 △3,400人 99.4％ 98.7％
名 古 屋 157,347人 168,559人 △11,212人 93.3％ 100.2％
沖 縄 85,216人 88,153人 △2,937人 96.7％ 109.5％
チャーター及び臨時便 2,116人 864人 1,252人 244.9％ 313.0％
合 計 3,116,513人 3,192,224人 △75,711人 97.6％ 99.9％

乗 降 客 の 状 況
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③航空会社別状況（平成 31年 4月 ～ 令和 2年 3月）
ANA JAL ソラシドエア PEACH ジェットスター 合計

乗降客数
(対前年比 )

1,227(千人 )
(96.7％)

961(千人 )
(99.0％)

673(千人 )
(95.0％)

115(千人 )
(94.4％)

138(千人 )
(115.8％)

3,116(千人 )
(97.6％)

座席数
(対前年比 )

1,800( 千席 )
(98.6％)

1,390( 千席 )
(99.4％)

1,025( 千席 )
(101.4％)

132( 千席 )
(94.0％)

169( 千席 )
(114.0％)

4,518( 千席 )
(99.9％)

利用率
(前年実績 )

68.2％
(69.6％)

69.1％
(69.4％)

65.6％
(70.1％)

87.8％
(87.3％)

81.6％
(80.3％)

69.0％
(70.5％)

※上記数値には、国際線の乗降客は含まれておりません。
※ ANAについては、本年のＯＲＣ乗降客数205,440 人、座席提供数262,552 席を
　含めた実績で計上いたしております。

④国際線の状況（平成 31年 4月 ～ 令和 2年 3月）

便　数 乗降客数 対前年比 日本人割合 外国人割合 利用率

韓国（アシアナ） 284 便 27,435 人 59.2% 26.1% 73.9% 56.9%

韓国（イースター） 220 便 22,934 人 51.0% 22.8% 77.2% 55.2%

韓　国　計 504 便 50,369 人 55.1% 24.6% 75.4% 56.1%

台湾定期便 184 便 20,981 人 63.8% 33.2% 66.8% 71.7%

チャーター便 　　2便 　　312 人 －　 100.0% 0.0% 98.7%

国際線総数 690 便 71,662 人 51.1% 27.4% 72.6% 60.0%

※便数及び乗降客数は片道ベース（往路１便・復路１便）として計算いたしております。

⑤九州各空港の乗降客数（平成 31年 4月 ～ 令和 2年 3月）

空港名 国内線（対前年比） 国際線（対前年比） 合計（対前年比）

宮　崎 3,116,513人（97.6%）   71,662人（51.1%） 3,188,175人（95.7%）

福　岡 17,566,470人（98.1%） 5,468,975人（78.5%）23,035,445人（92.7%）

那　覇 17,464,670人（99.0%） 3,141,749人（80.0%）20,606,419人（95.6%）

鹿児島 5,437,483人（96.1%） 　327,213人（81.1%） 5,767,644人（95.1%）

熊　本 3,109,741人（97.1%） 113,510人（55.2%） 3,223,251人（94.6%）

長　崎 3,090,996人（96.6%） 66,858人（97.5%） 3,157,854人（96.6%）

大　分 1,784,221人（95.6%） 50,443人（36.8%） 1,834,664人（91.6%）

北九州 1,355,644人（94.5%） 223,466人（64.1%） 1,579,110人（88.6%）

佐　賀 581,428人（98.7%） 148,732人（64.7%） 730,160人（89.2%）

合 計 53,507,166人（97.9%） 9,612,600人（77.4%）63,119,766人（94.1%）



－ 8 －

２.  会社の概況 (令和 2年 3月 31日現在 )

(1) 会社の目的

①　貸室および施設、設備貸与業

②　土産品、酒類、煙草、郵便切手、収入印紙、薬品および雑貨品の販売

　　および斡旋業

③　食堂、喫茶店および娯楽施設の経営

④　損 害 保 険 代 理 業

⑤　旅行業法に基づく斡旋業

⑥　広 告 宣 伝 業

⑦　催物の企画並びに販売

⑧　駐車場運営および造園、植樹に関する事業

⑨　航空思想の普及並びに観光に関する事業

⑩　前 各 号 に 附 帯 す る 一 切 の 事 業

(2) 主要な事業内容

①　貸　室　業　　航空会社並びに売店・飲食業のテナント

②　売　　　店　　土産品および酒、煙草販売

③　レストラン

(3) 株式の状況

①　発行可能株式総数　　　　　　　　　　　　　 30,000 株

②　発行済株式総数　　　　　　　　　　　　　 20,000 株

③　株　　 主 　　数　　　　　　　　　　　　　　　 21 名
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④　大株主 (上位 11名 )

株　　　　主　　　　名 持　株　数 議 決 権 比 率

宮 崎 交 通 株 式 会 社 7,865　株 39.3　％

ANAホールディングス株式会社 4,000 20.0

株 式 会 社 宮 崎 銀 行 1,000 　5.0

宮 崎 県 1,000 　5.0

日 本 航 空 株 式 会 社 700 　3.5

宮 崎 市 600 　3.0

恒 吉 宏 三 郎 560 　2.8

九 州 電 力 株 式 会 社 500 　2.5

株 式 会 社 宮 崎 放 送 500 　2.5

旭 化 成 株 式 会 社 500 　2.5

フェニックスリゾート株式会社 500 　2.5

⑤　株式の移動

　　　当期中における株式の移動はございません。

　  

(4)　重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金 持株比率 主な事業内容

宮崎空港商事
　　株式会社 10,000 千円 100％

1.   土産品の斡旋及び製造販売
2.   観光用の農水産物の加工及び
　  販売

株式会社　　
味のガンジス 10,000 千円 100％ 1.   レストラン、喫茶店

2.   食料品卸し
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(5)　取締役及び監査役

　　取締役及び監査役の氏名等

地　　位 氏　　名 担当または主な職業

代表取締役会長 長 濵 保 廣 株主総会・取締役会議長

代表取締役社長 髙 屋 靖 夫 総括・常務会議長

専 務 取 締 役 前 田　 功 財務・経理担当

専 務 取 締 役 永 山 博 康 総務部担当 兼 危機管理室担当

常 務 取 締 役 豊 島　 進 業務部担当 兼 CS 担当　　　

常 務 取 締 役 大 坪 篤 史 施設部担当 兼 地域活性化担当

取締役経理部長 大久保政彦 経理部担当

取締役営業部長 藤 本 誠 一 営業部担当

取 締 役 郡 司 行 敏 宮崎県副知事

取 締 役 戸 敷　 正 宮崎市長　

取 締 役 菊 池 克 賴 宮交ホールディングス株式会社 代表取締役社長

取 締 役 渕 上 明 彦 全日本空輸株式会社 宮崎支店　支店長

取 締 役 伊 東 芳 隆 日本航空株式会社 宮崎支店　支店長

監 査 役 平 野 亘 也 株式会社宮崎銀行 代表取締役頭取

監 査 役 林 田 洋 二 株式会社宮崎太陽銀行 代表取締役頭取

(6)　使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

77(250)名 △1(△24)名 32.9歳 9.8年

　　　(注 )嘱託社員及びパートは (　　)内に記載しております。
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(7)　営業成績及び財産の状況の推移

区　　　　分
第 55期 第 56期 第 57期 第 58期

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度
(当　期 )

売 上 高

当 期 純 利 益

１株当たりの当期純利益

資 産 合 計

純 資 産 合 計

千円
4,294,826

千円
206,672

円
10,333.64

千円
7,745,403

千円
4,283,722

千円
4,441,284

千円
166,192

円
8,309.62

千円
9,404,427

千円
4,797,412

千円
4,645,235

千円
149,068

円
7,453.40

千円
9,390,410

千円
4,884,927

千円
4,434,255

千円
59,843

円
2,992.19

千円
8,712,066

千円
4,212,069

(8)　主要な借入先、借入額

借　　　入　　　先 借入金残高

株 式 会 社 宮 崎 銀 行 1,913,800 千円

株 式 会 社 宮 崎 太 陽 銀 行 1,359,360 千円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 200,000 千円
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貸 借 対 照 表
(令和2年3月31日現在)

資　産　の　部
科　　目 金　　　　額

流 動 資 産
千円 千円

515,530
現 金・ 預 金
売 掛 金
売 店 商 品
食 堂 材 料
貯 蔵 品
雑 流 動 資 産
未 収 収 益
未収還付法人税等
貸 倒 引 当 金

213,559
139,694
61,063
12,821
6,263
39,702
41,745
890

△　 209

固 定 資 産 8,196,535

有形固定資産
建 物
建 物 付 属
構 築 物
機 械 装 置
什 器 備 品
車 両 運 搬 具
庭 園
土 地
リ ー ス 資 産

無形固定資産
ソフトウェア
無形リース資産
そ の 他 の
無形固定資産

投資その他の資産
投資有価証券
子 会 社 株 式
出 資 金

(6,111,441) 
4,093,162
940,791
49,645
441,749
214,735

0
9,761

303,333
58,262

(74,421)
18,461
55,436

522

(2,010,673)
1,751,248
10,000
249,424

資 産 の 部 合 計 8,712,066

(注)1.子会社に対する短期金銭債権　　 279千円　　3.有形固定資産の減価償却累計額　10,270,867千円
　　2.子会社に対する短期金銭債務　29,275千円　　4.担保に供している資産　　　　　　　 79,170千円

負　債　の　部
科　　目 金　　　　額

流 動 負 債
千円 千円

1,816,152
短期借入金
1年以内返済予定
の 長 期 借 入 金

買 掛 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払消費税等
預 り 金
前 受 収 益
賞与引当金
役員賞与引当金
リース債務

1,020,000
216,840
309,053
117,698
6,010
21,725
19,537
54,697
16,350
6,845
27,393

固 定 負 債 2,683,844
長期借入金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
預り保証金
リース債務

2,236,320
97,390
230,066
25,466
94,600

負 債 の 部 合 計 4,499,996
純　資　産　の　部

株 主 資 本 3,227,610
資 本 金 200,000
資 本 金 200,000

利益剰余金 3,027,610
利益準備金

その他利益剰余金
施設改修積立金
任 意 積 立 金
繰越利益剰余金

50,000

(2,977,610)
1,350,000
1,450,000
177,610

評価 ･ 換算差額等 984,459
その他有価証券
評 価 差 額 金 984,459

純資産の部合計 4,212,069

負債 ･ 純資産の部合計 8,712,066
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損 益 計 算 書
(平成31年4月1日から令和2年3月31日まで)

科　　　　　目
金　　　　　　　　　　額

収　　　入 支　　　出 損　　　益

貸 室 収 入
売 上 収 入
使用料及び手数料収入

千円

1,154,599
3,172,393
107,262

千円 千円

営 業 収 入 計

売 上 原 価
人 件 費
諸 経 費
償 却 費

4,434,255

2,014,705
949,019
942,694
435,472

営 業 経 費 計 4,341,892
営 業 利 益 92,363

受 取 利 息
その他の営業外収入

1
65,287

営 業 外 収 入 計

支 払 利 息
その他の営業外支出

65,288

54,129
451

営 業 外 経 費 計 54,581
営 業 外 利 益 10,707
経 常 利 益 103,070
特 別 利 益
前 期 修 正 益
国庫補助金受贈益

5,424
45,199

計 50,624
特 別 損 失
前 期 修 正 損
投資有価証券評価損
固 定 資 産 圧 縮 損
固 定 資 産 除 却 損

4,262
8,030
45,199
4,627

計 62,120
税 引 前 当 期 純 利 益 91,574
法人税 ･ 住民税及び事業税 31,731
当 期 純 利 益 59,843

(注)1.　子会社に対する売上高　　　　6,030 千円
　　2.　子会社からの仕入高　　　   810,699 千円
　　3.　１株当たりの当期純利益　　 2,992.19 円
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
当会計期間(平成31年4月1日から令和2年3月31日まで)

(単位:千円)

株　　主　　資　　本 評価･換算
差額等

純
資
産
の
部
合
計

資
　
　
　
本
　
　
　
金

利　　益　　剰　　余　　金

株
主
資
本
合
計

利 

益 

準 

備 

金

その他利益剰余金
利
益
剰
余
金
合
計

　
　
評
価
差
額
金

そ
の
他
有
価
証
券

施
設
改
修
積
立
金

任 

意 
積 
立 
金

繰
越
利
益
剰
余
金

当 期 首 残 高 200,000 50,000 1,200,000 1,450,000 287,766 2,987,766 3,187,766 1,697,161 4,884,927

当
　
期
　
変
　
動
　
額

施設改修積立金 150,000 △150,000 0 0 0

株主配当金 △20,000 △20,000 △20,000 △20,000

当期純利益 59,843 59,843 59,843 59,843

株主資本以外の項目 △712,701 △712,701

当期変動額合計 0 0 150,000 0 △110,156 39,843 39,843 △712,701 △672,857

当 期 末 残 高 200,000 50,000 1,350,000 1,450,000 177,610 3,027,610 3,227,610 984,459 4,212,069
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個別注記表

１.  重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準および評価方法
　 ①　子会社株式 ･･･････････････････････････････移動平均法による原価法。
　 ②　その他の有価証券
　　　　　市場価格のあるもの･･･････････期末日の市場価格等に基づく時価法。
　　　　　　　　　　　　　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定)
　　　　　市場価格のないもの･･･････････移動平均法による原価法。
(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法
　　製品、原材料、仕掛品･･････････････････････先入先出法による原価法。
(3) 固定資産の減価償却の方法
①　建物

　　　 平成10年3月31日以前に取得したもの･･･････････法人税法に規定する旧定率法。
　　　 平成10年4月1日以後平成19年3月31日以前に取得したもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ･･･････････法人税法に規定する旧定額法。
　　　 平成19年4月1日以後に取得したもの･････････････法人税法に規定する定額法。
②　建物付属設備及び構築物

　　　 平成19年3月31日以前に取得したもの………法人税法に規定する旧定率法。
　　　 平成19年4月1日以後平成24年3月31日以前に取得したもの
　　　　　　　　　　　　 　　　 ･･･････法人税法に規定する定率法(250％定率法)。
　　　 平成24年4月1日以後平成28年3月31日以前に取得したもの
　　　　　　　　　　　　　 　　 ･･･････法人税法に規定する定率法(200％定率法)。
　　　 平成28年4月1日以後に取得したもの……･･…法人税法に規定する定額法。
③　建物、建物付属設備及び構築物以外の有形固定資産(リース資産除く)

　　　 平成19年3月31日以前に取得したもの………法人税法に規定する旧定率法。
　　　 平成19年4月1日以後平成24年3月31日以前に取得したもの
　　　　　　　　　　　　 　　　 ･･･････法人税法に規定する定率法(250％定率法)。
　　　 平成24年4月1日以後に取得したもの
　　　　　　　　　　　　　 　　 ･･･････法人税法に規定する定率法(200％定率法)。
④　無形固定資産(リース資産除く)･･････････････････････法人税法に規定する定額法。
⑤　リース資産

　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係わるリース資産
　　　　　　　　　　･･･････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。
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(4) 引当金の計上基準
①　貸 倒 引 当 金………売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上。

②　賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額
基準による当事業年度末の負担額を計上。

③　役 員 賞 与 引 当 金………役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を
計上。

④　退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務に基づき計上。

⑤　役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退
職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上。

２.  株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 前事業年度末の
株　　式　　数

当事業年度増加
株　　式　　数

当事業年度減少
株　　式　　数

当事業年度末の
株　　式　　数

普通株式 20,000 株 －　株 －　株 20,000 株

(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額
令和元年６月20日開催の第57回定時株主総会において、次のとおり決議
されました。

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たりの配当額 基準日 効力発生日

令和元年6月20日
第57回定時株主総会 普通株式 20,000千円 利益剰余金 1,000円 平成31年

3月31日
令和元年
6月21日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度
となるもの
令和２年６月26日開催の第58回定時株主総会において、次のとおり付議
いたします。

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たりの配当額 基準日 効力発生日

令和２年6月26日
第58回定時株主総会 普通株式 10,000千円 利益剰余金 500円 令和２年

3月31日
令和２年
6月29日

3. その他の注記
　　　端数処理の方法……記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査役の監査報告書

以　上

監　査　報　告　書

　私たち監査役は、平成 31年４月１日から令和 2年３月 31 日までの第 58期
事業年度の取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき
以下のとおり報告いたします。

１.　監査の方法及びその内容
　私たち監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会及びその他の重要な会議に出
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を
調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び
その附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２.　監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示していると認めます。

　 　　　　令和 2年５月 14 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 宮崎空港ビル株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 監査役　　平　野　亘　也　 ㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 監査役　　林　田　洋　二　 ㊞
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宮崎空港ビル株式会社

取 締 役 会 長 長 濵 保　廣

代表取締役社長

財務・経理担当

経理部担当

営業部担当

 

施設部担当
 兼 危機管理室担当

業務部担当
 兼 地域活性化担当

総務部担当
兼 ＣＳ推進担当

統括・常務会議長

株主総会･取締役会議長

髙 屋 靖　夫

専 務 取 締 役 前　田　　　功

専 務 取 締 役

大 森 正 勝（新任）常 務 取 締 役

永 山 博　康

常 務 取 締 役 大 坪 篤 史

取 締 役 郡 司 行 敏

取 締 役
経 理 部 長 大久保 政 彦

（新任）

取 締 役
営 業 部 長 藤 本 誠 一

取 締 役 戸　敷　　　正

取 締 役 菊 池 克　賴

取 締 役 中 村 雄 志

取 締 役 伊 東 芳 隆

監 査 役 平 野 亘 也

監 査 役 林 田 洋 二
（令和2年6月26日現在）


















